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第 185 回定例研究会    2 月 15 日（木)         於：国労会館および Zoom  

労働者の就労意識と中小企業の収益性 

―ネット調査の結果からー 
報告者：村上 英吾 氏（日本大学 経済学部 教授）  

●研究目的 

「働き方改革」の取り組み実態や企業が直面す

る課題について明らかにするとともに、労働条

件の改善や職場のルールづくりにおける労働者

のコミットメントのあり方について展望する。 

●調査内容 

• 労働者調査：労働者の仕事とくらしに関する

アンケート調査 

• 経営者調査：中小企業の経営実態および必要

な支援策に関するアンケート調査動 

●労働者の就労意識（不満があった時の対応） 

• 退出（Exit） 

「他の仕事や好条件の企業に転職」約 6割 

• 発言（Voice） 

「上司に相談」約５割 

「公的機関に相談や組合で団交」約３割前後 

• 忠誠（Loyalty） 

「上司や会社の判断に任せる」約６割 

• 無視（Neglect） 

「我慢して改善を待つ」約６割 

「仕事の手を抜く」３割強 

●就職前後の組合イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の調査と以前に行った労働総研の調査を

比較した。今回の調査（一般労働者対象）にお

いて労働組合へのイメージは就職前より就職後

の方が、若干好意的なイメージが増えるが、組

合加入・未加入ともに大きな変化はない。それ

に対して労働総研の調査（全労連加盟組合員対

象）は、就職前より就職後の方が好意的なイメ

ージが大きく増えている。 

●経営者調査の概要および中小企業の経営実態

と収益性（最賃引き上げ支援策の有効性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            最低賃金を引き上げ 

た際の中小企業への支 

援策について、「社会保 

険料の負担軽減」や 

「消費税率引き下げ」 

の要望望が多かった。 

ただし小企業において 

は、「一時的な助成金の 

支給」のような短期的 

な要望が多く、中企業 

においては、「技術・製

品          品開発支援」のような 

中期的支援の要望が多

かった        った。         
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